
26　人権の擁護    

法務省ホームページ
「犯罪被害者の方々へ」

インターネット上の人権侵害

　インターネットの普及に伴い、その匿名性や情報発信の容易さから、個人に対
する誹謗中傷、名誉やプライバシーの侵害、差別を助長する表現の掲載など、人
権に関わる様々な問題が発生しています。こうした行為は人を傷つけるものであ
り、書き込みをした人が罪に問われることもあります。インターネット上の誹謗
中傷が社会問題化していることを契機として、誹謗中傷に対する非難が高まると
ともに、これを抑止すべきとの国民の意識が高まる中、近時の誹謗中傷の実態へ
の対処として、令和４年７月、侮辱罪の法定刑の引上げが行われました。引き続
き、一般のインターネット利用者等に対して、人権に関する正しい理解を深める
ための啓発活動を推進していくことが必要です。
　小学生・中学生等の青少年のインターネットの利用が年々増加している一方、
SNS等を利用した誹謗中傷や違法ダウンロードなど、こどもが加害者や被害者に
なり、トラブルに巻き込まれる事案も発生していることを踏まえ、毎年、多くの
青少年が初めてスマートフォン等を手にする２月から５月の卒業・進学・進級の
時期に合わせ、「春のあんしんネット・新学期一斉行動」として、スマートフォン
やSNS等の安全・安心な利用を呼び掛ける啓発活動が集中的に行われています。
　また、いわゆるリベンジポルノ等による被害の発生・拡大を防止するため、私
的に撮影された性的画像を公表する行為や公表目的で提供する行為に対する罰則
及び被害者に対する支援体制の整備等を内容とする「私事性的画像記録の提供等
による被害の防止に関する法律」が平成26年12月に施行され、同法に基づく取
締りが進められています。
　さらに、令和６年５月には、インターネット上の誹謗中傷等違法・有害情報
の流通の問題に関し、いわゆる「プロバイダ責任制限法」について、大規模プ
ラットフォーム事業者に対して、対応の迅速化や運用状況の透明化の義務付け
などを内容とする改正法が成立・公布され、その通称も「情
報流通プラットフォーム対処法」に改められました。
　法務省の人権擁護機関では、青少年を中心に深刻化するイ
ンターネット上の人権侵害への取組として、中学生などを対
象に携帯電話会社と連携・協力し、スマートフォン等の安全
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犯罪被害者やその家族1１

　犯罪被害者やその家族は、犯罪そのものやその後遺症によって精神的、経済
的に苦しんでいるにもかかわらず、追い打ちを掛けるように、興味本位のうわ
さや心ない中傷等により名誉が傷つけられたり、私生活の平穏が脅かされたり
するなどの問題が指摘されています。
　こうした犯罪被害者等の権利利益の保護が図られる社会を実現させるため、平
成16年12月に「犯罪被害者等基本法」が成立しました。同法に基づき、「第４
次犯罪被害者等基本計画」が令和３年３月に策定され、同基本計画に掲げられた
施策が進められています。
　また、毎年11月25日から12月１日までの１週間を「犯罪被害者週間」とし
て、犯罪被害者等が置かれている状況や犯罪被害者等の名誉又は生活の平穏へ
の配慮の重要性等について、理解を深めてもらうことを目的とした活動が展開
されています。
　法務省では、犯罪被害者の保護・支援のための制度を広く国民に紹介し、そ
の周知を図るためのパンフレットを法務省ホームページに掲載するなどしてい
ます（パンフレットの詳細は、法務省ホームページをご覧ください。）。
　法務省の人権擁護機関では、犯罪被害者やその家族の人権に対する配慮と保
護を図るため、人権啓発活動や人権相談、調査救済活動に取り組んでいます。

犯罪被害者やその家族は、直接的な被害のほかに、興味本位のうわさ
や心ない中傷により傷つけられたり、プライバシーが侵害されたりす
るなどの二次的な被害を受けることがあります。犯罪被害者とその家
族の人権に配慮することが必要です。

インターネット上において、個人に対する誹謗中傷、名誉やプライバ
シーの侵害などの人権問題が起きています。インターネットを正しく
使用し、人権侵害をなくすことが必要です。

■犯罪被害者等に関する人権侵犯事件の新規救済手続開始件数
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